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基本
方針 ４

地球を思いやり、

やさしい暮らしができるまち

区域

施策編

大田原市

地球温暖化防止実行計画

1　地球温暖化防止対策の推進

2　省エネルギー・再生可能エネルギー活用の推進

3　フロン対策の推進

4　新たな環境関連技術の導入

市民・市民団体、事業所に推奨される主な行動指針

豊かで快適な生活を維持するために、多くのエネルギーが使われています。しかし、その消費に

伴って温室効果ガスが大量に発生し、地球温暖化が進行しています。

今後は、地球温暖化を緩和するために、エネルギーや資源を効率的に利用するとともに、太陽光

発電やバイオマスエネルギーなどの再生可能エネルギーの導入を進めていくことが求められます。

本市においても LED などの省エネルギー機器を活用してエネルギー消費を抑えるとともに、本

市の特性を生かした再生可能エネルギーを取り入れることで、

“ 地球を思いやり、やさしい暮らしができるまち” を目指します。

市民・市民団体

市の主な施策（抜粋）

● 温室効果ガス削減に向けた取り組みの情報を、広報やホー

ムページ等により提供します。

● プラグインハイブリッド車や電気自動車等の導入を支援

します。

● 市営バスなどの公共交通機関の利用促進を図ります。

● 「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法

律」の普及啓発に取り組みます。

● 関係機関からの情報収集を行います。

事業所

● 使用していない家電のコンセントを抜いた

り、冷暖房の設定を適切に行いましょう。

● 市営バスなどの公共交通機関や自転車の利

用を心がけましょう。

● フロン類を使用した家電やカーエアコン等

は適切に管理しましょう。

● 生ごみのバイオマス活用へ協力しましょ

う。

● ハイブリッド自動車、プラグインハイブ

リッド車や電気自動車等の購入を検討しま

しょう。

● 事業活動に伴うエネルギー使用量及び温室

効果ガスの排出量の把握に努めましょう。

● フロン類を使用した冷凍空調機器類やカー

エアコン等の管理を適切に行いましょう。

● 間伐材や牛糞、豚糞等のバイオマス活用へ

協力しましょう。

■分ければ資源、燃やせば CO$ª

プラスチックごみを分別することで、

資源の有効活用や温室効果ガスの発生

抑制が可能となり、環境への負荷削減

にもなります。
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基本方針２
恵み豊かな美しい自然を守り育てるまち

基本方針４
地球を思いやり、やさしい暮らしができるまち

基本方針１
環境に学び、環境を大切にする心を育むまち

基本方針３
ものを大切にし、健康で安心して暮らせるまち

笑顔があふれるまち。

主な指標・目標値

項目 現況値 目標値

環境講座の開催回数 2回/年 5回/年

エコツーリズムの開催回数

農家民泊農家戸数

41回/年 回数増

105戸 戸数増

森林教室の開催回数 1回/年 回数増

※ 現況値は、令和6(2024)年　目標年次は令和17(2035)年

項目 現況値 目標値

森林面積 15,221ha 面積維持

農地面積 10,860ha 面積維持

環境保全型農業の取り組み団体数 15団体 20団体

自然共生サイト・ＯＥＣＭ認定 1か所 数増

※ 現況値は、令和6(2024)年　目標年次は令和17(2035)年

項目 現況値 目標値

市の温室効果ガス排出量 8,441t-CO2 3,555t-CO2

全地域の温室効果ガス排出量
611千t-CO2

(令和4年)
306千t-CO2

クリーンエネルギー自動車
導入費補助件数

累計90件 累計200件

充電インフラ設備事業
急速：1台
普通：10台

台数増

※ 現況値は、令和6(2024)年　目標年次は令和17(2035)年
（全地域の温室効果ガス排出量の現況値は令和4(2022)年）

項目 現況値 目標値

大気環境（二酸化窒素） 0.004ppm 0.03ppm以下

水環境（BOD値） 0.58mg/ℓ 1.0mg/ℓ以下

ごみ排出量 842g/人・日 800g/人・日

生活排水処理人口普及率 87.1% 89.5%

※ 現況値は、令和6(2024)年　目標年次は令和17(2035)年


